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4　将来に GAAP を発展させるための理論のインプリケーション

　次に，より広範囲な会計基準設定における政策問題に関心を移す。本章において将来に向け

たGAAPの発展に影響を与えそうな3つの概念的問題に焦点を当てる。はじめに第4.1節では，

基準設定規制の起源と帰結，つまりなぜ我々は GAAP を規制し，規制システムがどのように

して前章で説明している財務諸表の需要と供給に影響を与える力と整合的な GAAP 基準を作

り出すように設計されうるのか，に取り組む。規制を所与として，既存の「コンバージェンス」

モデルで効果的に生じるようなこれらの団体が協調する状況下と比べて，FASB と IASB 間の

競争が GAAP 基準が経済的需要を満たす範囲を拡大する可能性が高い。さらに，この証拠は

自国の政治力や制度力が国レベルの GAAP 基準に影響を与えていることを示唆している
1）
。し

たがって，その目的が世界中の会計実務における同質性を達成することであるなら，IASB の

ような単一のグローバルな基準設定主体が成功しそうにないことを主張している。国際的な会

計基準を受容している国々は，自国の状態に基準を修正して採用している可能性が高い
2）
。この

＊本稿は，Kothari, Ramanna, and Skinner（2010）“Implications for GAAP from an analysis of positive 
research in accounting,” Journal of Accounting and Economics, Vol.50, pp.246-286. の第 4 章から第 5 章

を翻訳したものである。第 1 章から第 3 章の翻訳は立命館経営学第 50 巻第 4 号に収録されている。この翻

訳は，文部科学省の学術研究助成基金助成金「若手研究 B」課題番号 23730451（代表：松浦総一）の助成

を受けている。
†立命館大学経営学研究科博士課程前期課程
‡立命館大学経営学部准教授 matsuura@fc.ritsumei.ac.jp
1）前章の議論と同様に，本稿でなされた指摘の多くは目新しいものではなく，この分野において以前から

議論されてきたものである。Ball et al.（2000）；Ball（1994, 2001）；Benston et al.（2006）；Dye and 
Sunder（2001）；Hail et al.（2010b, c）；Watts（2006）の参考文献を参照せよ。

2）例えば，中国における IFRS への収斂プロセスは，ほとんどの公正価値会計の利用を排除している

（Ramanna et al., 2010）。
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収斂プロセスにおいて，国際的な基準は国あるいは地域レベルで異なる基準に退化する可能性

が高い。

　次に，第 4.2 節では会計基準における選択の役割を議論している：定義により規制は会計選

択を制限している一方で，経営者や会計担当者，監査人が財務諸表作成にどの程度の裁量を保

有するのかを決定するかなりの柔軟性を規制当局は有している。他のすべてが等しい場合，効

率的契約は経営者や会計担当者，監査人に業績測定システムを一新することを可能にする規制

環境を含意している。また，原則主義と細則主義に関する現在の議論に取り組み，ある程度意

味があるように，この比較が経営者に対する会計選択による問題をどのように単純化するのか

を説明する。

　最後に，第 4.3 節では，会計基準設定における市場の効率性仮定の役割に取り組む。第 1 章

と同様に，財務報告の基本的な目的は効率的資本配分を促進することである。会計情報に関す

る資本市場の効率性についての基準設定主体の観点は，基準設定主体が会計基準をどのように

作り出すのかにおいて重要な問題である。会計情報に関する株式市場のミスプライシングに関

する研究の増加は，財務諸表の様式の基礎に関する基準を GAAP 規制当局に考えるように促

す可能性がある。概念上と実際上の理由のため，基準設定における市場の効率性仮定を無視す

ることがなぜ会計基準にとって浅はかであるかを議論する。

4.1  規制の役割

　米国における GAAP の規制は 1930 年に端を発する。それ以前は会計実務が企業や監査

レベルでほとんど決定されており，プレーヤー間のフォーマルな調整はほとんど無かった。

「GAAP」はまさに，一般に認められた会計原則を提示していた
3）
。Baxter（1979）は，SEC 設

立が GAAP の「基準化」への 40 年間の出発点であり，SEC の命令で活動する最初の会計規

制当局である会計手続委員会（CAP）（1939-1959）が「会計調査公報（research bulletins）」を作

成し，会計原則委員会（APB）（1959-1973）が「意見（opinions）」を作成し，規制当局が「財務

会計基準ステートメント」を推奨し始めた 1973 年にようやく米国財務会計基準審議会（FASB）

が発足した
4）
。

　ちょうど 1970 年代から米国において会計基準規制の役割が進化してきた。おそらく，進化

の最も重要な部分は，2002 年のサーベンス・オクスリー法（以下，SOX 法）であった。SOX

3）「一般に認められた会計原則」という用語は，1936 年まで正式に登場していなかった（Zeff, 1972, p.129）。

4）Dye（2002）は，デジュールスタンダードとデファクトスタンダードを区別することで，基準化の「永久」

増加に対する説明を提供している。ここでデジュールとは規制当局が提示する正式な基準であり，デファク

トとは実際に観察される均衡会計実務を意味している。Dye（2002）は，企業の生産関数について投資家が

学習するように，デファクトスタンダードが変化していると主張している。そして，デジュールスタンダー

ドとデファクトスタンダードが多かれ少なかれ一定の距離を保つために，規制当局は新たなデジュールスタ

ンダードを作成している。 
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法ははじめて会計基準設定の役割を公式なものとし，米国 GAAP の規制当局として FASB（あ

るいはその後継）に法律上の地位を付与している。SOX 法施行までは，FASB は企業や監査法

人から自発的な資金提供で運営されてきた。SOX 法は上場企業に FASB の運営を補助するた

めの税を課すように規定した（U.S. Congress, 2002, SOX 法 , 第 109 条）。

　なぜ GAAP を規制するのか，このような規制が効率的資本配分を促進するために必要であ

るのかどうか，についてはほとんどコンセンサスがない
5）
。FASB によって策定された会計基

準の性質を説明するために有益であり，異なる会計基準モデルは GAAP が将来的にどうなる

のかに影響する可能性があるかを予測することができるため，GAAP 規制の研究は本稿の目

的にとって重要である。本稿は，GAAP の規制に適用される様々な規制理論の議論について，

本章の残りを構成している。次に，会計基準設定の設計において大きくなる IASB の存在を考

慮して，以下では会計基準設定の設計に対する経済理論のインプリケーションを議論する。

　GAAP の規制は，より一般的に有価証券の開示規制とは異なっている。GAAP 規制は，認

められた会計原則と基準を識別する実務を指しているが，後者は公開した資本市場にアクセス

する企業が財務情報や財務諸表を含むある情報を開示することを要求する実務を指している
6）
。

開示規制の動機は，（外部性と情報の非対称性による）財務情報に対して内生的に生じる市場にお

ける市場の失敗についての仮定と，このような市場で生み出される均衡成果の公平性の懸念に

ある。この領域における十分発展した研究を読者に参照し，本稿ではこの問題の議論を避け

る
7）
。本稿の焦点は，米国において未規制の財務報告から生じた現象である GAAP の規制であ

る。しかし，（IASB のケースと同様に）同じことが独立して生じる可能性もある
8）
。

　GAAP 規制の議論において，FASB や IASB のようないわゆる民間会計基準設定主体によっ

て義務付けられる会計基準の組織的生産の研究を含めるために，「規制」を広く定義している
9）

会計基準設定活動の過程において，これらの組織は，会計実務の文法だけでなく会計基準や会

5）例えば，Sunder（2002）や Barth（2006）は，GAAP 規制の必要性について異なる観点を提供している。 
Barth（2006）は，会計基準が「公共財」であるため規制に賛成している一方で，Sunder（2002）は会計

基準設定に対する市場ベースのアプローチに賛成している。

6）特に米国において，SEC が規則 S-X と規則 S-K による多くの開示を強制している。これは登録者の正式な

年次報告書（10-K）と四半期報告書（10-Q）の一部として強制する開示を含むがそれに限定されない。規

則 S-K は，企業が GAAP に準拠して作成した財務諸表を提供し，この財務諸表が監査されるという要件を

含んでいる。

7）例えば，Stigler（1964）；Benston（1969, 1973）；Mahoney（1999）；Seligman（2003）；Mahoney（2009）
を参照せよ。Leuz and Wysocki（2008）は，開示規制について会計研究（と関連する領域）の膨大なサーベ

イを提供している。

8）また，GAAP の規制に関連しているものが公開会社会計監査委員会（PCAOB）によって実施されている監

査の規制と監督である。GAAP に関連して生じる多くの問題が監査に適用可能であるが，監査の規制の範囲

と限界には取り組まない。

9）米国において，「民間」会計基準設定主体が「大きな権威の指示」を提供するために SEC の要請で運営さ

れてきた（Zeff, 2005b）。国際的に，「民間で」開発された IASB 基準は，多くの国で利用が義務付けられて

いる（例えば，Ramanna and Sletten, 2009 を参照）。
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計原則を定義し，観察される財務報告に大きな影響を及ぼす。

膨大な政治経済学の論文が経済活動の規制に取り組んでいる。その研究は，規制の存在と帰結

を説明するために 3 つの主要理論を生み出した。

　1. 規制の公益理論

　2. 規制の捕囚理論

　3. 規制のイデオロギー理論

以下では，会計基準規制の文脈でこれら 3 つの理論の簡単な説明を行う。

4.1.1  規制の公益理論

　公益理論は，市場の失敗に対する慈悲的かつ社会的に効率的な反応として規制を説明してい

る（Pigou, 1938）。Breyer（1982）は，公益理論において議論されている市場の失敗について

一般に提示されている 4 つの正当化：（i）自然独占，（ii）外部性，（iii）情報の非対称性，（iv）

過当競争を説明している（Leftwich, 1980 も参照）。本稿では，GAAP 基準設定に適用される可

能性が高い外部性と情報の非対称性について議論する。

　規制に対する外部性の議論は，製品の均衡価格が真のコストを反映していないと仮定してい

る。これは，公共資源が製品の製造で消費される，あるいは製品が非排除的である（つまり料

金未納の消費者に製品を利用させないコストが消費者に対する製品のベネフィットを超えている）ため

である。公共資源を利用する製品の場合（例えば，環境を汚染する製品），過剰生産は社会からメー

カーへ富の移転をもたらす可能性がある。非排除的な製品の場合，過少生産は死荷重損失をも

たらす可能性がある。外部性をもつ製品の規制は，厚生最大化水準まで生産を設定することが

想定されている。

　会計基準の製造が重要な公共資源の浪費をもたらすということを主張するのは困難であ

る。つまり，外部性による過剰生産は会計を規制するための正当化にほとんどならない。しか

し，会計基準を非排除的であると見なすことは可能である（例えば，Gonedes and Dopuch, 1974; 

Leftwich, 1980; Watts and Zimmerman, 1986; Sunder, 1988 を参照）。このように，会計を規制しな

いままなら，会計基準は過少生産となって死荷重損失をもたらす，と主張することもできる。

米国における SEC 以前の組織化された会計基準設定の欠如は，未規制の環境における会計基

準の過少生産と整合的である
10）

。

10）会計基準設定団体の相対的に低い設立コスト（例えば，FASB の 2000 年前半を通じての年間費用は数兆ド

ル株式市場の経済において 4000 万ドル以下であった）を所与とすると，組織化された会計基準から大きな

ベネフィットがある場合は，（規制無しでも）将来の受益者の協同がこのような会計基準を製造するために

自主的に形成される，と主張することが妥当である。この主張は，規制の根拠として過少生産を否定するも
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　規制に対する情報の非対称性の正当化は，おそらく Akerlof（1970）の逆選択の説明を通じ

てうまく理解される。製品の品質について買い手と売り手間の情報の非対称性により，買い手

が売り手に対して値引き交渉を引き起こす。高品質な製品の売り手は，値引きにより自分の製

品が不採算となるため市場から撤退する。市場に高品質な製品が無いことで，買い手はさらに

売り手が撤退しなければならないような厳しい割引を要求する。このプロセスは買い手と売り

手が市場からいなくなるまで続けられ，市場は崩壊する。規制は売り手から信頼できる品質の

開示を義務付けることで市場の失敗を防ぐために有用である
11）

。情報の非対称性の議論は，開

示規制を正当化するために利用されうるが，この議論において GAAP の規制を正当化するこ

とはほとんど説得的でない。情報の非対称性による正当化は，製品の品質について製品の潜在

的消費者が情報を有していない状況に適用される。経営者と会計担当者（作成者）や監査人を

会計基準の主要な利用者としてみなすなら，情報の非対称性の議論は代替的な民間で発展した

会計基準間で選択するためにこれらの集団が適格でないことを含意している
12）

。規制前の米国

GAAP の性質についての簡単な観察は，この主張と矛盾している。1930 年以前，経営者や会

計担当者，監査人は共通の実務から各自の会計基準を作りだした。これは，この会計基準が洗

練されていないという主張とは矛盾している
13）

。

　通常，公益理論で提供される規制の正当化のうち，外部性により過少生産のみが会計基準の

規制を説明する可能性があり，本稿では次の議論でより詳細にこの説明に取り組む。

　公益理論は本質的に，規制を市場の失敗に対する慈悲深く社会的に効率的な反応として見な

しており，これは規制当局を公正かつ絶対信頼可能な組織としてモデル化している。例えば，

これはロビー活動の可能性やその規制結果に対する潜在的な影響を排除しているため，これは

強い仮定である。それにもかかわらず，この仮定は会計規制当局の作成物という観点と整合的

である。学術研究がどのように会計基準設定に情報提供できるかを説明する上で，Barth（2006, 

p.72）は，会計基準設定主体の目的関数についての研究の必要性を避けている。

会計基準設定主体の規制役割にかかわらず，研究が会計基準設定に情報提供できるか否

のではない。それは集団的行動解の可能性を示唆している。

11）また監査のような民間機関が市場の失敗を防ぐために出現しうる。例えば，Watts and Zimmerman（1986, 
p.316）は，経営者と株主カンの情報の非対称性に取り組みために，「勅許会計士」が 19 世紀イギリスでどの

ように誕生したのかを議論している。

12）会計の基準化の発展を嘆く際に，Baxter（1979）は，「実際我々は，会計担当者が他人の提唱する会計基

準を適用することに人生を捧げる優れた新しい世界を創造するかもしれない。少なくとも天寿を全うして功

成り名遂げるのでなければ，会計担当者自身が会計原則審議会に入り，そこではじめて現実に直面しなけれ

ばならない。」と述べている。

13）また，公開資本市場における投資家が消費者である場合において，会計基準の規制をより一般的に開示規

制の一部として見なすこともできる。しかし，この観点は，会計基準の規制を分析するために利用すること

はできない。
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か，どのようにできるのかという問題は，長い間学者の間で議論の対象とされており，

会計研究は，会計基準を発展させるときに選択肢の中から決定するための会計基準設定

が確立する基準を実行可能にすることで，会計基準設定問題に洞察を提供することがで

きる。これらの基準はFASBや IASBの概念フレームワークで識別されており，したがっ

て基準設定主体の識別されていない目的関数を識別するために研究者の必要性を排除し

ている。

この文章には，2 つの前提となる仮定がある。第 1 に，FASB と IASB が会計基準設定の目的

のために社会的に最適な目的関数を識別し，第 2 に，FASB と IASB がバイアスあるいは誤謬

が存在しない目的関数を実行できる，というものである。この 2 つの仮定と整合的な証拠は，

効率的な規制当局として FASB と IASB を識別するため，学術研究と公共政策の両方に大き

な関心がある。会計や他の規制領域の公益理論を支持する証拠がほとんど無いことを考えると，

我々は上記の仮定が実際に保持されているのかどうか疑問である
14）

。

4.1.2  規制の捕囚理論

　公益理論の清廉潔白な規制当局の仮定は，規制の捕囚理論の焦点である（Stigler, 1971）。捕

囚理論は，規制当局を自己の効用を最大化しようとする経済主体としてモデル化している。規

制当局は通常，カネ（賄賂）と権力（投票，名声，人気など）の組み合わせを消費する政治家と

して説明される。

　捕囚理論に対する直感は比較的簡単である。生産者は，社会のロビー政治家から適した規制

に富を移転しようとする（例えば，限界費用以上に義務づけられる価格付けである）。政治家は，再

選の可能性に影響を与えないようにこのような規制を提供する。望ましい規制を提供する見返

りに，政治家は賄賂（キャッシュやサービス，天下り雇用など）を要求する。市民はフリーライド

問題のために政治家と生産者間の共謀を阻止することができず（Olson, 1965），つまり，富の

移転を阻止することからの市民に対する個々のベネフィットは，問題を知らせて，問題につい

て他の市民を組織するコストの合計よりも低い，ということである。

　規制の捕囚理論（例えば，Peltzman, 1976 また Dal Bo, 2006 による近年のレビューを参照）は，製

品市場における規制が社会的に有益にもコストリーにもなりうる，ということを含意している。

これは，問題となる製品市場が自然な規制のない状態において市場の失敗となる傾向にあるか

どうかに依存している。このことが市場の失敗の分析を重要にしている。もしある製品市場で

14）Dopuch and Sunder（1980, p.18）は，「財務会計の目的の公式文書が財務会計基準の決定についてあら

ゆる直接的影響を有しているという証拠はほとんど無い」と主張している。FASB 会計基準に対する企業

のロビー活動の影響についての研究は，Watts and Zimmerman（1979）における主張と証拠だけでなく，

Watts and Zimmerman（1978）までさかのぼる。
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市場の失敗がないなら（会計における市場の失敗についての議論は Leftwich, 1980 を参照），規制は

望ましくない。市場の失敗が存在していても，捕囚理論は，（i）規制は政治過程の利己的な利

用の結果であり，（ii）規制は，規制当局が自己の効用最大化を目指すために，社会的に最適

解（ファーストベスト）を作り出しそうにない，ということを含意している。したがって，市場

の失敗の下で規制が望ましくなることは，機会主義的な規制当局のコストと市場の失敗のコス

トの相対的な規模に依存している。

　捕囚理論の下で，GAAP 規制は会計基準の策定者によるレントシーキング活動の結果とし

て説明される。つまり，経営者や会計担当者や監査人が自己の裁量利益を提供する規制を達成

しようとロビー活動を行うということである。例えば，経営者や会計担当者や監査人が，「低

品質」の会計基準を作り出すリスクに対して保険を掛けるために規制を要求するかもしれない

（つまり会計基準は効率的資本配分をほとんど促進しない）。低品質な会計基準は，市場均衡におい

て持続可能なものよりも多かれ少なかれリスキーであるだろう（長期の競争均衡で作り出される

会計基準と比べて，経営者や監査人の判断の役割ばかり強調あるいはほとんど強調しないかもしれない）。

どちらのケースにおいても，経営者や会計担当者，監査人は，会計のイノベーションのコス

ト（リスク）を社会にシフトすることでベネフィットを得る。1920 年代からの貧弱な会計実務

に対して会計担当者が批判されてきた時代であった 1930 年代における GAAP 規制の出現は，

この仮説と整合的である（1920 年代における会計実務に対する批判は，Ripley, 1927 を参照）。

　「低品質」な会計基準を作り出すリスクとそれに関連するコストは，2 つの要因：評判の喪

失と法的責任に起因している可能性がある。ある会計判断が事後的に誤りであると決定された

場合，経営者や会計担当者，監査人は専門家としての信頼を失い，将来の事業の見通しに影響

を与える。これらの専門家は法的責任が発生することもある。会計選択の法的な問題に直面し

たとき，専門家は自己の専門職としての判断に対して正式な規制を引用することを好む傾向に

ある。事実，経営者や会計担当者，監査人が直面する法的責任が大きくなるほど，規制された

基準の需要が増加する。CAP 会計規制の時系列的進化の表面的な観察─ CAP における「調査

広報」から APB の「意見書」，FASB の「基準」へ─は，米国における法的環境が訴訟好き

になるにつれて，会計担当者や監査人による規制に対する均衡需要の増加と整合的である（米

国における法人訴訟の時系列的な増加の概要は，Kothari et al., 1988 を参照）。本稿では，4.2 節にお

いて GAAP の性質に対する法的責任の問題を探求する。

　捕囚理論は限界がある。例えば，アントレプレナー弁護士法人と公益団体は，機会主義的な

規制の捕囚に対する監視を提供しうる。さらに，捕囚理論に対する実証証拠は一貫していない

（最新のレビューは Dal Bo（2006）を参照）。例えば，規制の立法投票と企業による政治献金を関

連づけようとする研究は，一般的に主要な動機を確立できていない（貴重な例外として，Milyo 

et al.（2000）や Stratmann（2002）のレビューを参照）。これらのデータは，規制当局のより曖昧
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な観点と整合的であり，これが最後の理論である規制のイデオロギー理論の焦点である。

4.1.3  規制のイデオロギー理論

　公益理論と同様に，規制のイデオロギー理論は市場の失敗の前提に依存している。しかし，

公益理論とは異なり，イデオロギー理論は規制行動に影響を与える特定利害ロビー活動を容認

している。

　政治経済学における分析的研究は，規制当局は公益理論によって示唆されるほど慈悲的で

もなく，捕囚理論で仮定されるほど利己的でもない，と仮定している（例えば，Grossman and 

Helpman, 1994; Austen-Smith, 1995）。この研究は捕囚理論と整合的でない実証証拠に従ってい

る（例えば，Kau and Rubin, 1979; Kalt and Zupan, 1984）。規制当局の行動の代替的なモデルの下で，

規制当局は政治的に「イデオロギー」（例えば，）規制の成果は，政治的イデオロギーと規制に

対する利害団体によるロビー活動の影響との組み合わさった結果である（この意味において，規

制当局は「半分慈悲深い」ように記述される。Persson and Tabellini, 2000 を参照）。このイデオロギー

理論は，企業のロビー活動と政治家の規制の投票間の 1 対 1 の因果関係を確立できない実証

研究の無力を説明している。

　イデオロギー理論における重要な革新は，ロビー活動が明確な賄賂の形式ではなく，むしろ

規制当局が制作問題について知らされるメカニズムである，というものである。言い換えると，

利益団体は規制されている問題についての特定の知識を伝達するために，規制当局にロビー活

動を行う。規制当局が「イデオロギー」を有しているので，成功するロビー活動はロビー活動

される規制当局のイデオロギーと整合的であるような情報を作り出す必要がある（Grossman 

and Helpman, 2001）。カネがコストリーなシグナルを提供する情報を作るため（つまりチープトー

クを避けるため）にロビー活動に関与するのである。これは Watts and Zimmerman（1979）が

会計基準の発展，とりわけ規制当局のイデオロギー的信念を合理化するために有用な「いいわ

け」を提供する学術研究の役割を説明する方法と同じである。

　イデオロギー理論は，GAAP の規制を説明するために会計基準設定に適用可能である。会

計基準が本質的に非排他的であると仮定されるなら，外部性による過少生産は，会計基準設定

に対する私的市場が失敗すると予測する。この規制は慈悲的かつ全能であると仮定されないた

め，常に社会的に最適であるわけではないが，規制は会計基準を提供するために生じる
15）

。規

15）ここで，なぜ SEC は会計基準設定を CAP や後継機関に委譲したのか，という 1 つ興味深い疑問が生じる。 
Weingast（1984）は，議会と（SEC のような）独立した規制機関との関係の文脈で説明を提供している。彼は，

規制当局が（委任を通じて）議会に管轄権を経済の多くの領域に拡大することを認めている，と主張している。

エージェントの怠惰が（議会のご機嫌取りをしたい）利己的な役人と，（偽委員間で監視の専門家を促進する）

議会の委員会設置により防止される。この Weingast モデルは，SEC による会計基準設定の委譲を説明する

ために適用される。この委譲が規制の他の領域に焦点を当てるために SEC 時代を解放する。この文脈にお

いて，Melumad and Shibano（1994）を参照せよ。
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制当局はイデオロギー（例えば彼らは貸借対照表の優勢あるいは公正価値を強く信じている）を有し

ているが，特定の知識を持つ有権者からのロビー活動にさらされている。会計基準設定の場合，

この情報は直接的なロビー活動（例えば，有権者からのコメントレター），あるいは議員同盟メン

バーを通じて間接的な説得という形式となりうる。

　イデオロギー理論は，規制の最適性について何の予測も与えない。この理論では，規制当局

は市場の失敗を修正するために生じるが，政治的イデオロギーや潜在的に操作できる有権者の

ロビー活動の存在が，社会厚生を最大にできないように規制の設計を歪めることができる。

4.1.4  規制理論のインプリケーション

　公益理論の下では，GAAP 規制を非排他的性質による自由市場における会計基準の過少生

産により説明することができる。規制が完全であるため，GAAP 規制は社会的に最適である。

公益理論が正しいなら，会計基準設定問題のさらなる議論は必要ない（Barth, 2006）。捕囚理

論の下では，GAAP 規制は「低品質」の会計基準のリスクを削減したい会計専門家（監査専門

家やおそらく作成者も同様に含まれる）により影響を受ける
16）

。「低品質」の会計基準は，長期的な

競争機構で生み出される会計基準とは異なるものである。この「低品質」な会計基準からのリ

スクには，少なくとも部分的には不十分に定義された会計基準に起因する会計や監査の失敗か

ら生じうる評判の問題と法的責任の両方が含まれる。捕囚理論は，（会計専門家によって完全に内

部化されるコストとは逆に）社会が失敗のコストを共有するため，規制された GAAP は，民間で

作られた GAAP よりもおそらく過度にリスクを取ることを容認することを予想している。ま

た，規制された GAAP 基準は，イノベーションからのベネフィットを私的プレーヤーが捉え

ないために，市場の力で作りだされた GAAP よりも革新的でないかもしれない。

　捕囚理論が正しいなら，政策インプリケーションは，法律上の GAAP を製造することをやめ，

長期的な生存価値をもつ会計実務から生じるデファクト GAAP に戻ることである。我々はデ

ファクト GAAP の性質がどのようなものであるのかを確信することはできない─ SEC により

強制される会計基準以前，正式な民間の会計基準設定団体は存在しなかった。しかし，前章で

説明したように，業績評価と受託責任観に基づく一連の GAAP 基準は，他の GAAP 形式より

も長期的な生存価値を有している可能性が高い。SEC 以前において，「基準」は企業レベルの

会計と監査の決定からのベストプラクティスとして出現した。監査人は自らが発展させた会計

手続きのリスクを内生化し，会計手続きの品質を維持する責任があった。GAAP を決定する

ことの監査人ベースの解決策は，規制の「捕囚」かつ，あるいは規制当局の「イデオロギー」

の要求を含む，あり得る規制のコストを削減する。

16）Zeff（2005b）は，米国における初期の基準化の歴史における主要事象を詳細に説明し，このプロセスにお

いて会計担当者と監査人の積極的役割を議論している。
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　もう 1 つの会計基準に対する市場ベースの解決策は，証券取引レベルの規制を有する会計

基準をまとめることである。このモデルでは，企業がある取引所への上場を決定する時に内生

的にコミットする独自の会計基準を証券取引所が開発する。証券取引所は互いに競争している

ため，このプロセスは会計基準の革新を促進する。さらに，特定の証券取引所が特定タイプの

企業を誘致する傾向にあるため（例えば NASDAQ やロンドンの AIM），証券取引所は顧客の経済

的特徴をもっとも提供する会計基準を発展させる可能性が高く，証券取引所に追加的な競争の

次元を提供する。この種のシステムにより，会計基準は証券取引所の管轄における執行実務を

反映することが可能となる（Ball, 2001）。証券取引所に基づく設定において，低品質の会計基

準を生産することのコストは，証券取引所により負担される。証券取引所が構成企業にとって

効率的契約を促進しない会計基準を発展させるなら，その証券取引所は少なくとも（評判の喪

失のような）結果を負うだろう
17）

。捕囚理論のインプリケーションは，会計基準設定が未規制の

市場プロセスを通じて作り出されるような（監査や証券取引所上場のような）私的財で構成され

るべきである，というものである。この議論は魅力的であるが，既存の会計基準設定機関を解

体するために今後数年間において多くの政治的意図が存在するように期待していない
18）

。次に，

より実務的な提案のために規制のイデオロギー理論を議論する。イデオロギー理論は，GAAP

の規制が市場の失敗によるものであるという事実を受け入れている。これは，実際にこの規制

が社会的に最適であるかどうか，という実証的問題になる。規制の有効性は，規制当局の政治

的イデオロギーの影響と特定利害ロビー活動の影響に依存している。

　イデオロギー理論が記述的妥当性を有しているなら，主要な政策的インプリケーションは，

特異なイデオロギーや特定利害ロビー活動の影響を最小にする会計基準設定機関を設計する，

というものである。これを実現する 1 つの方法は，会計基準間の競争を促進することである

（Ball, 1994; Dye and Sunder, 2001; Sunder, 2002; Benston et al., 2006）
19）

。会計基準設定主体間のあ

る競争水準がイデオロギーを削減し，業績評価と受託責任を協調する GAAP を達成する可能

性を増加させそうである。本稿の議論の下で，この会計基準が生存価値を有する可能性が高

い
20）

。競争が GAAP を支配することから個人のイデオロギーを防ぐのに有用である。競争はま

17）監査人と証券取引所に会計基準設定を移転する潜在的な欠点は，モラルハザードである。監査法人や証券

取引所が「大きすぎてつぶせない」と考えられるなら，彼らは市場均衡で作り出される会計基準よりもより

リスキーな基準を作るインセンティブを有している。 

18）さらに，企業が自国の証券取引所上場を継続する必要がありそうであるという事実のように，このような

アプローチに対する他の実務的・制度的な障壁が存在する。これは会計基準を含む，自国の開示規制を企業

に課している。例えば，香港に上場しているオーストラリア企業はまだオーストラリア証券法と会計規制に

従う。この問題や関連する指摘については，Hail et al.（2010a）の議論を参照せよ。

19）Hail et al.（2010a）もまた，国家レベル，証券取引所レベルあるいは企業レベルのいずれかにおける基準

間競争の可能性を議論している。この議論には，この種の競争を達成する制度的困難性のいくつかが含まれ

ている。

20）各国が作る GAAP は自国の資本や取引のフローに影響を与える可能性が高いため，国家の会計基準設定独
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た，特定利害ロビー活動の影響を削減する可能性もある。会計基準設定団体が特定利害ロビー

活動に対して脆弱であるなら信用を失う。さらに，競争はある会計基準が失敗するときの社会

的コストを低下することに有用である。会計基準設定の知識の制度的体系（運用上と組織上のノ

ウハウ）があるなら，基準が間違っているか非効率であるときでさえ，経済における唯一の会

計基準を失敗させることがコストリーである。競争により，基準設定の制度的知識が複数の接

待団体に広がり，機能しない基準設定主体を除去することが低下するのである。捕囚理論とイ

デオロギー理論の両方のインプリケーションを議論する上で，ある水準の競争が効率的な基準

設定を作り出すために必要であることが明確となる。独立した会計基準設定主体が競争してい

る場合，考慮すべき重要な問題は彼らの目的関数がどうあるべきであるのか，である。会計基

準の非排他的性質は，営利目的の基準設定主体が実行不可能であることを示唆している。会計

基準設定主体が権威によって動機づけられているなら，基準設定団体間の競争は，個人の威厳

と評判を最大化する基準設定主体に基づいて維持されうる
21）

。会計基準設定主体にとって，よ

り具体的な選択肢は個人の威厳と組織からの資金で競争することである。FASB と IASB の両

方とも各自の業務を維持するために自発的な資金に頼って存在している。したがって，FASB

と IASB が評判で競争し，高品質な会計基準がより多くの資金をもたらし，会計基準のさらな

る生産の資源をもたらす，という設定を考える
22）

。規制された基準設定に対する解決策として

の競争にはいくつか潜在的な落とし穴がある。第 1 に，ある状況において，競争は「底へのレー

ス」を引き起こす可能性がある。とりわけ，市場が富を抽出する基準に対して価格保護ができ

ないなら，特定利害団体は機会主義的な基準設定を求めるインセンティブを有するだろう。こ

の場合，品質の競争の代わりに，会計基準設定主体が特定利害者の望みを供給する能力で（故

意あるいは無意識に）競争するだろう
23）

。

　第 2 に，基準設定における大きな損失関数（つまり，社会的にコストリーあるいは評判が悪い基

占は，互いに政治的に独立であるが，競争力に従っている。しかし単一のグローバルな会計基準設定の独占

は（国家の基準設定無しに）競争力のような経験をする可能性が低い。

21）基準設定団体が大きすぎるなら，委員会メンバー間でフリーライダー問題が権威について競争するインセ

ンティブを軽減することができる。我々は基準設定機関の規模と基準設定成果に関する実証的証拠を認識し

ていない。

22）より一般的に，競争についての本稿の指摘は，ある水準での会計基準設定主体間の競争はほとんど望まし

くない，ということである。競争の多くのメリットに対して，制限された競争が十分であっても，米国にお

ける規制された会計基準の長い歴史を所与とすると，会計基準における「完全競争」（つまり基準がベスト

プラクティスから生じるという状況）が支持されそうにない。

23）Huddart et al.（1999）は開示要件で競争する証券取引所をモデル化し，このような設定が，流動性のフ

ローを制限するある制度的障害の下でさえ「トップへのレース」をもたらすことができる，ということを発

見している。興味深いことに，ほぼ同じ設定─企業の法人合併に対する米国州間の競争─において，競争

が逆効果を有するという証拠はほとんど無い。実際に，この領域における法と経済学研究の要約において， 
Romano（2006, p.211）は，「合併に対する州の競争は，企業やその投資家のベネフィットに対して急速に

変化するビジネス環境に対する反応である革新的な法的プロセスに拍車を掛けた。」と述べている。幾分楽

観的な観点は，Bebchuk（1992）を参照せよ。
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準を製造する原因となりうる基準設定機関の閉鎖）は，協力するインセンティブを競争している基

準設定主体に作り出す。協力（そして最終的には合併）により，基準設定主体は低品質な基準の

製造がもたらすリスクをプールする。現在の FASB と IASB の「収斂プロジェクト」は，こ

の観察と整合的である。前に議論したように，このような共同は革新を抑制するという点で効

率的になる可能性は低く，特定のイデオロギーが影響する可能性を増加させ，会計基準設定に

特定利害の影響を促進する。米国の状況に関して，米国の裁判所，議会あるいは SEC にとっ

ての FASB と IASB 間の現在の共同合意に対する解決策の 1 つは，収斂プロジェクトを明確

に解体し，米国上場企業が FASB 基準に調整することなく IFRS を採用できるようにするこ

とである。この設定が 2 つの会計基準設定機関を競争に参加させるだろう。FASB と IASB の

競争アプローチの下で，同じ土俵で欧州上場企業は FASB 基準を選択する権利を与えられる。

　IASB と各国の会計基準設定主体間の（コンバージェンスよりもむしろ）競争が効率的契約を促

進する GAAP 基準を作り出す可能性が高いという（関連する）理由が他に 2 つある。第 1 に，

（会計担当者や監査人の訓練，執行の質，法の支配，文化などからなる）企業レベルの制度における多

様性が，会計基準や財務報告の性質を各国で形成している。したがって，単一のグローバルな

会計基準（例えば IFRS）が会計実務において世界的な適応を作り出す可能性は低く，効率的契

約をもたらす可能性はほとんど無い。例えば，近年の金融記者のレポート（例えば，Sanderson, 

2010）は，これらの国々における上級政治指導者がコンバージェンスに引き続きコミットして

いるという事実にもかかわらず，最も大きな 20 の経済にわたって会計実務を収斂させるため

の努力が「おどされている」と示唆している。特に，各国の規制当局は資産価値が減少してい

る期間において市場価値（mark-to-market）とモデル価値（mark-to-model）の利用についてコ

ンセンサスを得られていないため，コンバージェンスにおいて「公正価値会計が対立を生む問

題の 1 つを提供」している。

　第 2 に，基準設定における政治的干渉の証拠が，米国や世界的に存在している（Watts and 

Zimmerman, 1978; Zeff, 2005b, a; Ramanna, 2008）。自国 GAAP 基準を形成する政治力は世界的

な IFRS アドプションのきっかけを弱めることは無いだろう。例えば，ある時点において，エ

ンロンの経営陣は 50 万ドルの寄付と引き替えに，IASC で会計基準設定に影響を与えようと

試みた
24）

。さらに，発展した主権国は，強い自国の反対を受けて IASB 基準を受け入れそうに

ない。例えば，新聞記事では，銀行監督のための会計基準をコンバージェンスする努力が原因

24）とりわけ，エンロンの監査を行うアーサー・アンダーセンのパートナーである David Duncan は，この寄

付を議論する E メールで次のように記している。「私は，エンロンが広く会計基準作成において公開と影響

を増加させたいという考えを前提とすると，Rick［Causey，エンロンの最高会計責任者］がこのような行

動をとる傾向にあるのだが，彼はこのプロセスに公式にあるいは非公式にアクセスする機会が増えるのかど

うかを知ることに関心がある（つまり，この種のコミットメントが基準設定主体の理事に会う機会あるいは

その他のベネフィットを示すのかどうか）（Sweeney, 2009 から引用）。
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でフランス，ドイツ，日本の利害関係者からの抗議により行き詰まっている，ということを示

唆している（例えば Jenkins and Masters, 2010）。日本では，繰延税金資産が「銀行資本の大半

を占めていた」ため，自己資本比率の計算から繰延税金資産を除去するという提案に懸念があ

る
25）

。つまり，国際的に調和される一連の基準として着手するものは，自国の政治状況に適用

される基準に退化する可能性が高く，これは会計基準をコンバージェンスする試みが世界的に

無益であることを示唆している。会計の政治経済の学習は規制当局と基準設定主体の行動の理

論を要求している。本章において，政治経済学研究から 3 つの理論の概要を示した。捕囚理

論とイデオロギー理論は，規制当局の行動を説明する可能性が高く，会計基準の政治的性質を

研究するために研究者にとって有益な出発点を提供している。規制当局と基準設定主体が将来

の会計基準に対する議題にかなりの裁量を行使している一方で，我々は基準設定主体のインセ

ンティブやイデオロギー，彼らが捕囚される程度についてほとんど何も知らない
26）

。会計の政

治経済における一連の研究は，長い間，規制当局と会計基準設定主体の行動についてシステマ

ティックな理解を我々に提供している。このような証拠は，経済効率性を促進する GAAP が

どのように発展するのかを理解することにおいて重要である。

4.2  GAAP における選択の役割：原則か細則か

　本節では，GAAP の枠内における選択の役割に対する GAAP 経済理論のインプリケーショ

ンを議論する。前節は，GAAP 基準が規制のない「ベストプラクティス」会計の集合として

出現するなら，GAAP 基準が生存価値を有している可能性が高いことを示唆しており，これ

は GAAP の効率的契約観の下で GAAP が業績評価や受託責任を提供していることを意味し

ている。自由市場において，ベストプラクティスは会計方法におけるイノベーションを通じ

て時間と共に発達している。会計実務あるいは会計選択の多様性は，効率的契約を促進する

GAAP 基準の発展にとって本質的である。会計選択がない場合，実験は存在することはなく，

25）この証拠については Skinner（2008b）を参照せよ。もう一つの例は，2008 年における金融市場の下落を

受けて，IASB が金融機関に時価会計の停止，つまりコストリーな減損を避けることを容認した，というも

のである（IASB, 2008）。財務報道におけるいくつかのコメンテーター（例えば，Leone, 2008）は，欧州連

合からの政治的圧力に応じてこの意思決定を行った，と示唆していた。

26）例えば，「回転ドア」問題として経済学研究で言及されているものに取り組む会計研究を知らない（例えば， 
Dal Bo, 2006）。回転ドア問題とは，会計のようなもっとも特殊な領域における規制当局は産業に密接な関

係を持つかつての実務家であり，多くの場合，規制当局を辞めると産業界に戻る，という観察からもたらさ

れている。つまり，規制当局団体と彼らが規制している産業との間に「回転ドア」が存在している。特殊な

産業における経験を持つ者は効果的な規制を設計するための必要な専門知識を有しているので，回転ドアは

ベネフィットを有している。同時に，回転ドアは利害対立：という作り出す可能性がある。利害対立とは，

密接な関係と将来雇用の可能性が，規制当局にとって規制を好むインセンティブを作り出すというものであ

る。回転ドアのベネフィットがコストを超えているかどうかが問題である。この問題に関する証拠は，規制

当局に関するサービスのための最適基準を発展させる際に有用であるだろう（産業における過去の経験や後

任指名や任期の制限に関する要件を含む）。
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実験なしに「ベストプラクティス」は発展しない（例えば，ベストプラクティスの発展における競

争と選択の役割については，Hayek（1945, 2002）や Porter（1996）を参照）。摩擦がなければ，無限

の会計選択が規制のない状態において利用可能であるかもしれないが，実務において，我々は

会計選択が人間の知識や取引コストによって制限されると予想している。これは，財務諸表に

関して書かれた契約の履行に関する裁判所や他の機関により明記される制限を含んでいる（会

計実務を決定する際の強制の履行については，Ball, 2009 を参照）。

　規制が無い設定における会計選択の重要性は，規制された GAAP の下での選択の役割に対

するインプリケーションを有している。定義により，規制は経営者や会計担当者，監査人が利

用可能な会計選択を制限している一方で，この方法により会計選択を制限するコストとベネ

フィットに関する証拠は殆ど無い。とりわけ財務諸表情報に対する契約，税，規制，政治的需

要により，利益，資産，負債の異なる指標が異なる経済状態において適切である可能性があり，

自由市場において会計選択は発展する（Watts and Zimmerman, 1986）。前節で議論したように，

GAAP の経済的観点において，企業にとっての様々な当事者間での暗黙あるいは明示的契約

を促進するように，会計は企業間で変化する。異なる経済状態が規制の下で維持され，これが

会計選択を制限している規制当局のコストを増加させる。会計選択を制限する際に，規制当局

はたびたび正当化の理由として比較可能性や整合性，利益調整の可能性を引用する
27）

。前述し

たように，比較可能性と整合性が企業の資本調達，より一般的には様々な契約当事者と取引す

る能力を促進する可能性が高いため，規制がない状態で発展する会計基準は，これらの特徴を

有している可能性が高い
28）

。さらに，効率的な契約を促進するために進化してきた自由市場に

基づく一連の会計基準は，規制がないための利益調整を容易にする会計基準を最小にする可能

性があり，低品質な会計基準の総コストは，（GAAP で書かれた契約を裁判所が強制すると仮定して

いる）GAAP を作り出す（会計担当者や監査人を含む）民間の会計基準設定主体によって負担さ

れる
29）

。

27）例えば，会計の「複雑さ」に関する懸念は，2007 年の SEC 議長 Cox は，これらの問題に取り組むために

諮問委員会を組織した。この諮問委員会は，会計の「複雑さ」は部分的には会計実務の多様性によるもので

あり，FASB はこのような多様性を可能なかぎり排除することを推奨した，と結論づけた。委員会の報告書 
1.7SEC（2008, p.49）は，「米国 GAAP は正式に公表された代替的な会計方針は存在するべきではない前提

に基づくべきである」と述べている。このように SEC は，FASB と共同あるいは個別に実施された新しい

プロジェクトは，例外的な場合を除いて，追加的な選択肢の提供を行わないことを推奨するべきである。す

べての新しいプロジェクトは，まれな状況を除いて，プロジェクトの具体的な目的として，関連領域におけ

る既存の代替的会計方針の排除を含めるべきである。

28）Jamal et al.（2005）は，（1）政府の規制下で発展し（英国），（2）規制なしで発展した（米国），電子取引

プライバシー基準の比較性質を研究している。彼らは，米国における基準が「米国における基準と比べて電

子商取引プライバシーの開示も実務も改善されていない」ということを発見している。彼らは，規制がない

状態で発展する可能性が高い会計基準に対して，彼らの結果のインプリケーションを協調している。

29）この主張と整合的に，米国における規制前の有名な会計担当者は，一般的に保守的な慣習を採用していた。

例えば，流動的な短期投資を処理するときでさえ，当時の CPA 審査協会会長 William A. Chase は市場に基

づく再評価は控えた。1916 年に彼が編集したテキスト「Higher Accountancy: Principles and Practice」で
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　会計選択の問題に関連しているのが，現在の原則主義と細則主義会計基準論争である。近年，

とりわけエンロンとワールドコムにおける会計不正を契機に会計の「細則主義」が攻撃され，

あまりに「細則ベース」であると米国における GAAP が IFRS と望ましくない比較をされて

いる（例えば SEC, 2007）。以下では，原則主義と細則主義に関する論争を理解するためのフレー

ムワークを提供し，「細則ベースの会計」が実際に受けるようになった軽蔑的な扱いを受ける

に足るのかどうかを調査する。GAAP の規制を所与とすると，原則主義と細則主義の問題は，

企業により大きな選択を与えるベネフィットとコストに関する規制当局間の議論として見るこ

とができる。極端に，原則ベースの制度の下で，規制当局は広い会計「原則」を設定し，関連

する契約当事者に直面する特定の経済的文脈に対してこれらの原則を適用させる。逆に，細則

ベースの制度の下で，規制当局は詳細な指針を契約当事者に提供し，経営者や他の契約当事者

に対して判断を行使する必要性を最小にする
30）

。

　原則主義と細則主義の差は，図 1 における漏斗形の図を通じて見つけることができる。規

制がない場合，企業は制限なく与えられた経済取引に対する会計処理を選択することができる。

規制当局が決定した原則や細則は，選択肢の部分集合に選択を制限する。この制限は規制当局

のインセンティブと損失関数に基づいており，比較可能性や整合性，信頼可能性にわたる規制

当局の懸念に依存している。ある問題（例えば，収益認識）に関して，各自の性質により，原則

主義（パネル a）は細則主義（パネル b）よりも大きな会計選択の部分集合を企業に与える。こ

れらの選択は，経営者が実際に取引を報告するための会計方法を選択するまで，企業の契約と

情報環境に基づいて，取締役会や会計担当者，監査人によりかなり（会計処理の「認められた集

合」に）制限される（例えば，Watts and Zimmerman, 1986, 1990; Skinner, 1993 を参照）。例えば，

収益認識について規制が存在しない仮説上のシナリオを考えてみよう。第 2 章で説明したエー

ジェンシー問題を所与とすると，経営者の情報優位性つまりは他の利己的な行動を選択するイ

ンセンティブや機会だけでなく，期間業績を過大報告するインセンティブを反映している利用

可能な収益認識実務の集合に事前に制限される。

　初期の選択肢集合から結果として用いられる会計方法に向かう規制当局や取締役会，会計担

当者，監査人にわたる会計選択に対する段階的制限は，原則ベースの制度では深い漏斗型となっ

ており，原則ベースの制度では浅い漏斗型となっている。この浅い形状と傾きは，実質的に経

は，「株式が投機目的，あるいは遊休資金または再販目的のための短期的投資として購入された場合，その

株式は商品と同等であり，低価法が適用される」と記されている（Chase et al., 1916, p.188-189）。

30）一般的に，財務諸表作成者と利用者は米国 GAAP がより細則ベースである考えており，IFRS がより原則

ベースである考えている（SEC, 2008）。この判断は，米国 GAAP 基準と IFRS 基準の長さ─米国 GAAP 基

準は，詳細な履行指針を含んでいるため IFRS よりも長い─と，FASB 解釈指針，FASB スタッフポジション， 
SEC 指針（通常は職員会計広報の形式で），EITF 解釈指針などから成る，米国における下層 GAAP の存在

の両方に基づいている。この複雑さのために部分的には，FASB は単一の権威ある米国 GAAP の源泉を提

供する成文化プロジェクト（Accounting Standards Codi.cation）を実行してきた。
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営者にとって利用可能な会計選択に（取締役会により課される規制を含む）企業レベルの制限を反

映している。企業レベルの制限は，規制レベルで許される会計方針自主性の程度の関数である。

　理論的に，原則ベースの制度の背後にある概念は，広い境界を設定し，経営者や会計担当者，

監査人を含む企業にこれらの境界の枠内で実務を発展させる，というものである：取締役会と

経営者が，契約や規制，政治，税環境を含む企業の経済状態について特別な知識を有している

という理解は，財務報告の供給サイドに影響を与える要素を考慮に入れるだけでなく，異なる

契約当事者の需要をより満たすことができる。原則ベースのアプローチは，（資産や負債のよう

な主要財務諸表要素を定義するために）十分に連結した基本的フレームワークを必要とし，発展す

ると期待される会計実務に基礎を提供する。前述した我々の議論を所与とすると，このフレー

ムワークが他の効率的契約をもっとも促進する可能性が高い保守主義や検証可能性，収益認識

原則のような重要な会計性質を含んでいると期待する。会計実務を発展させるための柔軟性を

取締役会や経営者，監査人に提供する潜在的な副作用は，より広範囲な原則や大きなイノベー

a

選択肢集合

原則

監査人，取締役，他の仲介者

経営者

財務報告

選択肢集合

細則
監査人，取締役，他の仲介者

経営者

財務報告

図 1 (a)原則主義と(b)細則主義会計の図比較

b
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ションの余地といった会計方針におけるイノベーションの可能性である。もちろん，企業に「原

則」で運営する柔軟性を与えることは，比較可能性を直ちに減少させ，利益調整の可能性を増

加させるという観点でコストを伴う。これらのコストを軽減したいという思いが，細則ベース

の会計システムを動機付けるものである。したがって，原則主義と細則主義間の論争は，経営

者 / 取締役会 / 監査人レベルで比較的多くの会計選択を設定するベネフィットとコスト間の論

争としてみなすことができる。以前議論したように，会計選択は会計のイノベーションに責任

があるので，原則主義と細則主義の問題は，会計基準設定主体と企業レベルで生じる会計イノ

ベーションの相対的なベネフィットの問題として言い換えることができる。

　原則主義と細則主義の議論についてのこの種の理論的構築は，実際に観察されたものといく

らか異なっている。例えば，ウェブサイトで述べられているように，この領域における FASB

の活動の主要な目的は，会計方法に対する産業ベースの例外を削減し，逆説的であるが，経営

者の選択を削減することである
31）

。Benston et al.（2006）はこの問題の詳細な議論を提供して

いる。著者らは，実務における公正価値の利用は，必然的に詳細な会計指針に至る非常に多く

の実行複雑性をもたらすため，会計の資産負債・公正価値モデルと関連している原則ベースの

アプローチは実行不可能である，と主張している。Benston et al.（2006, p.185）は，「FASB は，

表向きに原則ベースの制度を用いるときでも，代替案の評価に対する許容可能なインプットと

その適用を管理する非常に詳細な基準を交付しなければなららない。」と見ている。そうでな

ければ，監査人がどの基準に基づいて，鑑定や比較可能な価格，期待キャッシュ・フローや確率，

関連する割引率のような価値評価モデルについて経営者の評価に挑戦できるだろうか。金融市

場における空前の混乱の時に新たな会計基準の実行と格闘する金融機関へ SEC と FASB の両

方により適用される詳細な指針の重要性水準を所与とすると，これらの予想は金融危機におい

て裏付けされているように見える
32）

。

　会計が単純に法令遵守のツールというよりもむしろ戦略的重要性を有しているなら，会計実

務におけるイノベーションを可能にすることが特に重要である。言い換えると，優れた会計の

契約指標を発展させることから得られるレントが存在するなら，（例えば，より優れた契約指標を

有する企業は安く資金調達できる可能性が高い），（細則よりも）GAAP 原則によって経営者はこれら

のレントを獲得できそうである
33）

。上記で強調した原則と細則との区別は，2 つのシステム間

31）http://www.fasb.org/project/principles-based_approach.shtml.

32）金融危機の間，SEC，FASB や IASB の規制当局は，公正価値基準や減損会計の定義に関して，借入金を

含む金融商品に関する会計に属する銀行や他の金融機関に，より詳細な会計指針を提供しようと先を争って

いた。例えば，（一般的には公正価値会計に従わない）満期保有目的の区分と（一般的に公正価値会計に従う）

他の区分間の有価証券の分類と同様に，レベル 1，2，3 の金融商品の分類と測定に関するより詳細な指針の

需要があった。

33）例えば，資本コストに対する改善した開示の効果に関する防大な研究については，Diamond and 
Verrecchia（1991）；Botosan（1997）；Lambert et al.（2007）を参照せよ。Healy and Palepu（2001）は，
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における規制当局の選択を伝達する手段である。しかしプリンシパルベースのシステムが採用

される場合，「細則」が消滅することはなさそうである。ほとんどの経営者や会計担当者，監

査人にとっての実務的問題として，日々の原則の適用は，少なくとも 4 つの理由で詳細な機

能する基準を要求するだろう。

1. 日々の基礎に基づく原理で機能することが，会計担当者や監査人にとってあまりコスト効

率的ではない。経済における GAAP の解釈と履行に関する権限は，（効率性の理由のため）

多くの一般の会計担当者や監査人に委譲されなければならない；これは，機能する基準

が原則から形成されている場合のみ可能である。上記で示したように，銀行や他の金融

機関が詳細なガイダンスを提供しなかった公正価値を利用することを容認していた近年

の会計基準に取り組むため，金融危機において公正価値会計についての詳細なガイダン

スの需要が近年観察された。

2. 監査意見が裁判所に要求されるなら，監査人は自分が解釈した抽象的な原則よりも厳しい

基準を引用したほうがよい。法的責任は詳細な会計基準の需要と，詳細な会計基準が政

府公認の独立した基準設定主体（単に「ベストプラクティス」ではない）に起因する選好を作

り出す。これは詳細なルールがどのようにして米国 GAAP の不可欠な要素として浮上し

てきたのかの典型である。会計基準の解釈に関連する複雑な実務の問題に直面したとき，

監査法人にとってより詳細なガイダンスをFASBとSECに要求することが一般的である。

3. 非訴訟の国でさえ，監査人の評判は，より広範囲な原則から機能する基準の発展をもたら

しうる（基準の適用について問題になる可能性が低い）。

4. 日々の問題において，効率性の理由により財務諸表利用者が機能する基準で作成される会

計報告を選好するだろう（つまり，会計担当者や監査人にとって一般的な取引に「分かりきった

ことをやり直す」需要は無い）。

　つまり，十分に機能する会計システムにおいて，機能する「基準」と規制「原則」が表裏一

体である。会計担当者や監査人において原則の適用から発展する機能する「基準」と規制当局

によって課される「基準」との差は軽視することができない。前者は会計の革新を作り出す可

能性のあるシステムの下で生み出されるが，後者はそうではない。この違いは，「原則と細則」

の議論を混乱させてきた。ここで「実務の多様性」はたびたび細則主義基準の負の帰結として

引用されている。例えば，財務報告に関する 2007 年の SEC 諮問委員会は，会計における「複

レビューを提供している。Watts and Zimmerman（1986）は，異なる会計方法がどのように政治・規制分

野における企業の相互作用に影響を与えるのかを経営者がより理解できるという概念を議論しており，経営

者により多くの選択を認めることに賛成している。
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雑さ」の源泉として産業実務における多様性を非難し，収益認識基準を改正する提案書におい

て FASB は，収益認識において「稼得」基準について 100 以上の異なる産業基準が，会計に

おける過度な「基準」の現れである，と主張している（Schipper et al., 2009 から引用）。

　産業実務における多様性は「機能する基準」，つまり異なる産業で出現する効率的契約技術

を含むような異なる経済環境を反映するように発展する均衡会計基準に代表されると主張す

る。このような多様性は，十分に機能する GAAP にとって本質的であり，多様性の欠如は効

率的契約をもたらす財務報告の価値を下落させる。つまり，GAAP の経済理論の実行は，（規

制計画における広範囲な「原則」で明記されるような）会計におけるより大きな選択をもたらす可

能性がある一方で，実務上の問題として，産業ベースで機能する基準により導かれる選択を予

想する。任意の「概念フレームワーク」における均一性の要望において機能する基準を除去す

ることは，効率的資本配分の明記された目的を達成することができる GAAP をもたらす可能

性が低い。

4.3  会計基準設定における市場の効率性の仮定

　資本市場の効率性に関する会計基準設定主体の観点は，彼らがどのように会計基準を作るの

かにおいて，重要な考慮事項である。まず本節では，市場の効率性に関する証拠の簡単な要約

から始める。次に，会計基準設定主体は市場が効率的であると考えているのかどうかにかかわ

らず，会計基準を設定する際に維持される仮説として市場の効率性を利用することが当然であ

る理由を説明する。とりわけ，会計基準設定主体が維持される市場の効率性を無視したとする

と，彼らが直面する概念的挑戦と実務的挑戦を検証する。最後に，会計基準に対する市場の効

率性のインプリケーションを有すると結論づける。

4.3.1  市場効率性に関する証拠の概要

　効率的市場仮説（Fama, 1970 参照）が，1960 年代に学者や実務家の間に広く受け入れられ

始めた。初期の証拠は，市場の効率性を広く支持していた。Jensen（1978, p.95）は，「効率的

市場仮説は広く検証されており，少数の例外はあるが，市場の広範囲においてデータと整合的

であることが分かった」と結論づけている。しかしこの強運は，市場の効率性と矛盾する証拠

を提供する一連の研究のために，長くは続かなかった（証券市場のアノマリー研究のレビューは，

Schwert, 2001; Kothari, 2001 を参照せよ）。このアノマリーの証拠が受け入れられるにしたがっ

て，金融経済学者は株価の行動を（予想し）説明するための行動ファイナンス理論を発展させ

た。これらの理論の基礎は，心理学者と実験経済学者が提供する証拠であり，これは「不確実

性下における人間の意思決定に明らかに偏在している特定の行動バイアスの形態で市場の合理
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性から大きく離れている」（Lo, 2005, p.21）ことを示唆している
34）

。行動ファイナンス理論は，（i）

投資家は集計において相殺されないシステマティックな行動バイアスを示し，（ii）裁定がコ

ストリーであるため，証券価格が部分的にファンダメンタル価値評価と相違すると予想してい

る。

　多くの論文が市場の効率性とは異なる証拠を提供しているが，1 つ以上の行動理論と整合的

なこの証拠を解釈することは，挑戦的であり，特にサンプル外の検証であった
35）

。さらに，非

効率性を排除する証拠は豊富である。例えば，企業がたびたび報告する大規模の損失と比較す

ると，たとえあったとしても，企業の自発的あるいは FASB に強制されるストックオプショ

ンの費用化やのれんの減損や他の資産の減損についての企業の決定には株価はほとんど反応し

ない
36）

。GAAP の枠内で許された異なる会計方法（例えば定額法と加速償却法）を選択する企業の

株価も，したがってシステマティックに異なる利益数値を報告することも，報告会計数値にお

ける差とシステマティックに異ならない。全体的に，会計方針の変更や会計選択研究からの証

拠は，均衡において，投資家が報告される財務諸表数値に固執しているという極端な概念を払

拭している
37）

。代わりに，証拠の圧倒的な体系は，株価が大きく財務諸表における情報の経済

的実質を先取りしていることを示唆している
38）

。過大反応と整合的に，株価開示と同様に過小

反応と整合的なリターンにおいて予測可能なドリフトを示唆する証拠が存在しているが，マ

クロ経済学的なニュースと同様に企業特有のニュースに対する反応は素早く生じる
39）

。しかし，

専門家のアセットマネージャーが常に市場をアウトパフォームすることはできない。つまり，

市場の非効率性の行動ファイナンス理論と観察される証券価格行動との証拠の対応の欠如を支

持しているアルファの持続性を示している（Fama and French, 2008; Kosowski et al., 2006を参照）。

まとめると，この研究は，市場の非効率性の指標としていくつかのリターン予測可能性の存在

を示唆しているが，実務的観点から経済的重要性は弱い
40）

。Schwert（2001, p.32）は，市場の

34）行動ファイナンス理論の心理学的基礎は，Kahneman and Tversky（1979）；Shefrin and Statman（1994, 
2000）；Shefrin and Thaler（1988）などである。行動ファイナンスに関する心理学研究のサーベイは， 
Hirshleifer（2001）；Daniel et al.（2002）；Lo（2004, 2005）を参照せよ。

35）Fama（1998），Chan et al.（2004），Kothari et al.（2006）や Hirshleifer et al.（2009）の行動ファイナ

ンス理論の検証例を参照せよ。

36）損失が企業の財務健全性をシグナルし，将来キャッシュフローに対する帰結を有しているかもしれないの

で，例えこれらの損失が直接キャッシュフローに影響を有していなかったとしても，この損失報告に株価が

反応しないとは思わない。

37）Fields et al.（2001）とその引用文献を参照せよ。

38）Ball and Brown（1968）や Kothari（2001）の引用論文を参照せよ。 

39）例えば，公表後ドリフトの研究（Ball and Brown, 1968 ; Bernard and Thomas, 1990）は Jegadeesh and 
Titman（1993）を参照し，アクルーアルに対する過大反応（Sloan, 1996），過去の株価業績（DeBondt 
and Thaler, 1985）を参照せよ。矛盾する証拠と同様に，支持するファイナンスと会計研究が膨大に存在し

ている。

40）市場の非効率性において，リターンが期待リターンの変化で予測されうる（Fama and French, 1988 とそ

の後の膨大な研究を参照）。我々が示唆するこのリターン予測可能性は，期待リターン率の変化による予測
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非効率性に関する学術的証拠のサーベイにおいて，「これらの発見は，アノマリーが実際より

もより顕著であるかもしれないことを示唆している」と結論づけている。会計基準設定の観点

から，市場の非効率性の証拠が非常に深い海の波のようであり─深い海の水の静けさが波の頂

点からの乱流の兆しを圧倒している。このように，会計基準を熟考する際に，市場の効率性を

仮定することが当然である。

4.3.2  市場の効率性はなぜ維持される仮説であるべきか

　すべての一般に入手可能な情報に関する株式市場価格の効率性（「市場の効率性」）は，社会に

おける資本資源とリスクの効率的配分を促進する際に望ましい成果を説明している。市場の効

率性は，公開財務報告を含む，内生的に生じる制度の仲介を通じて達成される。公開財務報告

のための基準を設計する際に，GAAP 規制当局は株式市場価格に対する財務諸表情報の関連

性を認識している必要がある。効率的市場仮説の下で，株価は完全かつバイアス無く公開（価

値関連的）情報をすべて織り込んでいる。GAAP 規制に対するインプリケーションは，会計情

報自体の形式は株式市場と価値関連的ではない：市場の焦点は財務諸表における実質的経済情

報，つまり特定の財務諸表項目（利益やのれん，減損など）が将来キャッシュフローの金額，時期，

不確実性についての情報を提供しているのかどうか，である
41）

。（前述した）会計情報に関する

株式市場のミスプライシングに関する多くの研究は，効率的市場仮説の妥当性に挑戦している。

それにもかかわらず，次の理由のため，我々は市場の非効率性を前提として会計基準を発展さ

せることが，会計基準設定主体に有用なモデルとなるように改善される可能性が低いと主張す

る。

1. 市場の非効率性は均衡理論ではない：資本市場価格均衡を説明する，効率的市場仮説とは

異なり，市場の効率性についての行動理論は一次的な価格付けを説明する。つまり，完全

市場条件では予想されていない状態である。さらに，市場の効率性の均衡において，会

計情報と株式市場価格との関係を説明する行動理論が存在しない。市場の非効率性の均

衡理論が無いため，非効率性を仮定する規制が自然な出発点を持たず，より重要なことに，

市場を効率に導くフレームワークを有していない。言い換えると，GAAP が市場の非効

率性を仮定して設計されているなら，GAAP が市場の効率性の均衡状態にどのようにし

て導かれるのかは不明である。非合理的な価格付けの起源と持続性を理解するためのフ

可能性の範囲を超えており，効率的市場仮説に反している。 

41）コストリー契約パースペクティブより，会計情報の形式は問題である。株式価値評価にとって，会計情報

の形式が市場の効率性の下ではほとんど重要ではないという事実は，形式が重要である契約事項によって形

式が影響を受けているはずである。
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レームワークがない場合，いくつか重要な問題が生じる：それは，非効率性が GAAP の

設計とは無関係に維持されるのか，より悪いことに，非効率性が不十分な理解と不十分

な設計の規制によって悪化する可能性はあるのか，というものである
42）

。

2. 市場の非効率性の仮定がもつ実務上の困難性：実際問題として，たとえ会計基準設定主体

が維持される仮説として非効率性を容認するとしても，市場の非効率性が GAAP を適切

な基準にする際に導く可能性を有しているとは思わない。行動の仮定が何を仮定するべ

きか，つまりどの形態の非効率性が仮定されるべきであるのか。我々は価格過剰反応あ

るいは過小反応を仮定するべきか。企業が連続してグッドニュースあるいはバッドニュー

スを報告する場合，株価は最初過小反応するが，後に過大反応し，これが代表性バイア

スを引き起こしているのか。投資家側の過少反応が過大反応に変化するまで，どれだけ

連続報告するべきであるのか。裁定機会や裁定の成功の高い可能性に関して何を仮定す

るべきか。

　前述した一連の疑問を提示する際に，我々は個人投資家（そしておそらく市場）が行動バイア

スを示し，ファインダメンタルからシステマティックに逸脱する価格をもたらすかもしれない，

という仮説に否定的であることを含意するつもりはない。たとえ投資家が行動バイアスを示し

たとしても，我々は市場価格が効率的であるように規制された GAAP が設計されるべきであ

ると主張する。つまり，投資家の合理性や平均的に経済的ファンダメンタルを反映している価

格と整合的である。例えば，投資家がアクルーアルに過剰反応すると想定していたとしよう。

報告されたアクルーアルに投資家が過剰反応するため，経営者により小さな絶対値のアクルー

アルを報告するように求めるだろうか。我々がこのような報告において経営者にどの程度の裁

量を与えるだろうか。我々が監査人にどのガイダンスを提示するのだろうか。要は，証券市場

が情報的に効率的である基準設定における基本仮定に対して現実的に実行可能な代替案が存在

しない，ということである。

インプリケーション

　市場の効率性の維持される仮定の最も重要なインプリケーションは，財務報告において形式

か実質かの議論が株式価値評価にとって重要ではなく，効率的契約に関連があるということで

42）前述したように，効率石資本市場は，規制を含む，多数の内生的に生じる制度を通じて達成される均衡状

態である。したがって，制度としての GAAP 規制は，効率的資本市場を促進することができる可能性がある。

しかし，効率性の理論なしに考案された GAAP 規制はその場しのぎであり，良くて素早い反応，悪くて逆

効果となるだろう。さらに制度としての規制は，一般的に民間ベースの解決策よりもパフォーマンス以外の

面で変化に対して影響を受けにくい。つまり，規制は「困難」である。したがって，最初にその権利を与え

ることが重要である。
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ある。強く言うと，もし上記の分析が会計政策を動機付けるために利用されるなら，この議論

は価格や取引基準のコンテキストではなく，むしろ会計基準設定主体が形式と実質議論の実質

側面に焦点を当てている。例えば，基準設定主体は，水準や検証可能性について異なる情報を

伝達する財務諸表の本体に情報を含めるのか注記開示なのかを考えるだろう。市場の効率性が

仮定されている場合，経営者に選択肢を多く提供するのかほとんど提供しないかは，株価が

報告数値に関連する認識以外の事項に依存する。前に議論したエージェンシー問題は，GAAP

を設計するうえで会計基準設定者にとって一次的に重要であり，認識と開示，あるいは会計選

択自体は GAAP を設計する上で会計基準設定主体が関心を払う問題のヒエラルキーにおいて

比較的重要ではないだろう
43）

。

5　結論，概要，将来研究に対するインプリケーション

5.1  概要

　JAE の編集者は我々に GAAP の特性についてのサーベイと経済的分析を提供するように求

めた。文献に基づいて，将来に会計基準設定主体が GAAP を構築するときに，彼らにガイド

を提供する GAAP の理論を明確に述べている。この理論は，GAAP に基づく財務諸表の需要

と供給を形成する経済力に関する先行研究に基づいている。本稿のレビューは，経済におけ

る効率的な資本資源の配分が GAAP の目的であるという維持される仮定に基づいている。こ

の理論は，損益計算書や貸借対照表の性質を形成している業績測定や受託責任における様々

な挑戦を行う経済的な強制力によって GAAP がどのように作られるのかを予想するフレーム

ワークを提供している。さらに，理論を利用することで，市場の力によって内生的に生じる

GAAP と，規制された設定で作り出されるような拡張 GAAP との比較と対比を行う。

5.1.1  第 2 章：GAAP の経済理論

　財務報告は業績測定と受託責任の需要と供給に影響を与える経済力により形作られる。会計

についての需要に対する均衡反応は，損益計算書と貸借対照表を通じて明示される。2 つの財

務諸表は，それらの特徴に影響を与えている経済力によって比較的異なる目的を提供している。

しかし，貸借対照表の基礎となる受託責任の特性が損益計算書に明示できるように，複式簿記

実務によって 2 つの財務諸表が互いに関連している。損益計算書のコントロール役割：経営

43）SEC の財務報告における「公平性」目的は，資本市場が情報的に非効率であると規制当局が結論づける

なら，会計基準設定の性質に大きな影響を持つ可能性がある。本節で説明される理由のために，我々は会

計基準設定における効率的市場仮説を放棄することが賢明であると主張する。それにもかかわらず，市場

の非効率性に関する証拠により，会計基準設定主体は当然公平性の懸念に取り組むべきである。本稿は，

このような懸念が「公平性」目的を達成するために追加的な（非 GAAP）開示を推奨することで取り組ま

れうる，と主張する。
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者が自己の業績報告の信頼性について基本的な問題を生じさせるインセンティブを有している

ために観察される場合，業績測定における保守主義は経済的に効率的である。経済力が損益計

算書と貸借対照表に異なる特性を要求するという状況をダーティ・サープラス会計が対処して

いる。

5.1.2  第 3 章：貸借対照表特性と損益計算所得性

　ここでは，損益計算書と貸借対照表の認識と測定の問題に対する GAAP の経済理論のイン

プリケーションを議論している。資産の認識基準を含む，長年の会計基準の性質を経済理論が

どのように説明するのかを示している。特に，資産は（i）過去の取引又は事象に基づき，（ii）

所有権が十分に確立され，（iii）将来キャッシュフローの実現について十分な確実性が存在す

るときに認識される。所有権が十分に確立されることを識別することにより，資産が企業の支

配下にあり，分割可能かつ売却可能であることを経済理論は要求している。将来キャッシュフ

ローの十分な確実性に関する要求は，非現金資産と関連する連続的なキャッシュフローの不確

実性が存在し，GAAP 財務諸表における資産の消滅に対する基準が会計担当者や監査人，規

制当局，裁判所が受託責任目的や業績評価目的にとって受け入れられないほど不確実である連

続性における離散点を決定するということを認識するように意図されている。

　また，資産の測定と再測定，つまり会計記録の基礎の問題に取り組んでいる。公正価値が流

動的な流通市場における観察可能な価格に基づいている状況での公正価値利用の利点を理解し

ているが，ほとんどの資産にそのような市場は存在しない。検証可能な市場価格がない場合，

公正価値は，経営者の判断により決定され，その判断の機会主義的な利用に関する証拠が密接

な関連がある。したがって，会計基準設定主体が主張している，無形資産のような領域に公正

価値測定を拡張することに警告しているのである。

　損益計算書の役割は契約，とりわけ経営者の業績を測定することである。つまり，経営者と

企業の所有者とのエージェンシー関係は，収益認識基準を決定する上で重要であると予想され

る。既存の収益認識このエージェンシー関係で作り出される懸念を反映している既存の収益認

識基準（つまり，収益は努力が行使されるまで認識されない）における「稼得」基準と，経済的需

要と矛盾する浅はかな公正価値ベースの収益認識基準のために既存の会計基準を破棄するとい

う FASB の提案を見ていく。 

5.1.3  第 4 章：基準設定者に対するインプリケーション

　本稿では，GAAP 規制の起源と帰結に取り組んでいる。特に，なぜ GAAP は規制されるの

か，そして経済理論と整合的な GAAP を作り出しそうな規制システムの特徴を分析している。

FASB と IASB 間のコンバージェンス計画を解体し，2 つの団体に競争を強いることが，効率
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的資本配分を促進する GAAP 基準を達成するもっとも実用的な手段である可能性が高い，と

我々は結論づけている。

　規制は当然会計選択を制限する一方で，規制当局はまだ財務報告を発展させる際に経営者や

会計担当者，監査人がどれほどの裁量を有するのかを決定するかなりの柔軟性を有している。

会計選択が会計実務の革新と効率性にとって極めて重要であることを示唆する経済的理由があ

る。しがって，（規制当局ではなく）経営者や会計担当者，監査人に会計におけるベストプラクティ

スを決定する決定権を与えるという概念を支持する。

　最後に，会計基準設定における市場の効率性についての仮定の重要な役割に取り組む。会計

基準設定における市場の効率性の仮定を無視することに対する概念的理由と実際的理由を説明

している。とりわけ，GAAP が市場の非効率性を仮定して設計されている場合，GAAP がど

のように市場の効率性の均衡状態に到達するのかは不明である。

5.2  将来研究への示唆

　本稿でレビューした GAAP の経済理論は，情報の非対称性と逆選択やモラルハザードといっ

た関連するエージェンシー問題に対する制度的反応として GAAP を特徴付けているが，一方

で市場経済における効率的な資本配分を妨げている。第 2 章と第 3 章は，規制のない市場の

力で形成された均衡 GAAP の最も重要な特徴は何であろうか，という問題を説明しており，

第 4 章は，規制がない状態において経済的に効率的な均衡から GAAP が離れていく可能性が

ある政治力学を説明している。GAAP の経済的決定要因と特性に関する文献は，GAAP に対

する政治的環境や規制環境の影響に関する研究よりもより発展しているが，両方の領域に重要

な未解決の問題が残っている。2008 年から 2009 年の金融危機は，会計基準設定において政

治的関与に拍車をかけており，このことがこの領域における研究の必要性を強調している。よ

り一般的に会計基準設定の経済学における未探索の問題に関心を向ける前に，まず会計や政治

的プロセスにおいていくつか未解決の問題を説明する。

・いつどの環境下において政治的要因が財務報告に最も影響を与える可能性が高いのだろう

か。一つの明らかな予測は，2008 年から 2009 年の金融危機のような経済危機が，この

ような行動を取るように見られる政治家に圧力を作り出しており，会計基準（そして会計

基準設定主体）が金融危機の間に便利な目標（スケープゴート）として提供されうるのである。

どの経済状態や政治状態が会計基準設定に政治的関与をもたらすのだろうか。Watts and 

Zimmerman（1986）は，この方向に沿っていくつかの予想を発展させているが，より一

般的にある時点からこのトピックに関する進歩はほとんど無かった。政治が明らかに会

計基準設定に対して一次的な影響を有しているという事実にもかかわらず，このとおり



140 立命館経営学（第 50 巻　第 5 号）

である
44）

。

・どのようにして企業のロビー活動が会計基準設定者のデュー・プロセスを通じて直接

的に，あるいは政治過程を通じて間接的に会計基準に影響を与えるのか。Watts and 

Zimmerman（1978）はこの分野の研究を始めているが，この分野での研究はほとんど

無い（政治活動委員会あるいは PACs を通じたロビー活動についての近年の例外は，Farber et al., 

2007 や Ramanna（2008）を参照せよ）。さらに，まだ会計基準に対するロビー活動の影響を

予測する十分に発展したフレームワークがない。第 4 章で説明した規制の理論は，これ

らの問題についての思考方法のための構造を提供している。

・GAAP の規制に関する実証研究の不足が，会計特有の困難性における最適規制構造を規

定している。Watts and Zimmerman（1978, 1979, 1986）は，会計基準が経済力と政治力

に起因しているという実証会計理論を提示している一方で，ほとんど以後の実証研究は

会計基準の潜在的な政治的性質を考慮することができていない。政治的な力がどのよう

に会計基準を形成するのかを理解することが極めて重要であるため，我々は会計におけ

る政治過程に関するさらなる研究を主張する。

・企業レベルの会計上の裁量は，政治過程と規制過程に影響を与えるのか。過去 20 年間に

わたり，Watts and Zimmerman（1978, 1986）により提示された政治コスト仮説に関す

るいくつかの研究が存在していた。この仮説は，政治プロセスにおいて企業に対する富

の移転の可能性に影響を与えるために財務報告における裁量を経営者は行使することが

できる，という概念である。この領域のいくつかの論文には，Wong（1988）; Jones（1991）; 

Skinner（2008a,b）; Ramanna and Roychowdhury（2010）がある。しかし，政治コスト

の性質は必然的に特定の企業，経済，期間のような特定の設定を利用することを意味し

ている。この領域において結果の頑健性と一般化可能性を確立するさらなる研究がある

と有益であろう。

・規制当局がどのように会計基準の性質に影響を与えているのかに作用しているものは何

か。第 4 章は，規制当局の行動に対して異なるモデルと予想を提供する様々な規制理論

を議論している。GAAP ベースの基準設定に対する議論を設定するだけでなく，会計基

準それ自体を設定する際の規制当局の影響力を所与とすると，GAAP を決定する際にイ

デオロギーと政治的現実主義，経済的効率性との間のトレードオフは何なのか
45）

。どのよ

うな会計基準設定の制度的特徴が，会計基準設定に関するイデオロギーと政治の影響を

軽減するのだろうか。

44）1 つの例として，1990 年代中盤におけるストックオプションに対する会計処理について FASB の文章につ

いて政治的圧力がもつ明確な影響がある（Beresford, 1997; Zeff, 2005a）。

45）この問題に関する初期の証拠は，Allen and Ramanna（2010）を参照せよ。
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・我々は，FASB（あるいは FASB）が意思決定をどのように行っているのかについて明確な

証拠を持っていない。第 4 章において，会計基準設定主体がどのように議論する問題を

選択し，会計基準について意思決定を行い，解決することなく議論からその項目を除去

することを選択するのかについて予想するために利用されうる多くの規制の経済理論を

議論している。例えば，会計基準について強く維持されるイデオロギー的な側面（例えば，

一定の会計基準設定主体による公正価値の優位性）や概念的な会計原則（会計原則を発展させる

際の概念フレームワークへの依存），契約における財務諸表の利用に関する証拠の理解と比べ

て，政治的な考慮（例えば，IASB の出現は EU の政治家を満足させる必要がある）がどれほど

重要であろうか。

　本稿のレビューはまた，追加的な研究に十分な未解決の問題が存在している GAAP の経済

学における多くの領域を識別している。以下でそれを議論する。

1. 第 2 章で議論したように，より重要な経営者と株主間のエージェンシー問題に焦点を

当てるために，取締役会と経営者間のエージェンシー問題を無視している。しかし，

Armstrong et al.（2010）でも議論されているように，将来研究は異なる利害関係者間（例

えば，支配家族株主，個人少数株主など）と同じように，取締役会と経営者，株主間のエージェ

ンシー問題についてのより完全なものを検証する研究からベネフィットがあるかもしれ

ない。

2. Armstrong et al.（2010）や Roychowdhury（2010）による近年の示唆と同様に，最近の

研究は，（条件付き保守主義や利益の適時性のような）ある会計属性と（負債契約の形式や評価，

経営者による投資決定の性質のような）契約環境の特徴との関係を確立してきたが，第２章

でレビューした理論により業績評価や受託責任についていくらか理解と予想を有してい

ることが明確されたが，なぜこれらの特徴が業績評価や受託責任において生存価値を有

しているのかについて比較的何も知らない。Armstrong et al.（2010, pp.103-104）は，会

計システムの性質が貸付決定や負債コストにどのように影響を与えるのか，より一般的

に貸し手にとっての財務報告の透明性について未解決の問題があることを示唆している。

彼らが指摘しているように，負債契約目的に対する貸し手やモニタリングや価値評価目

的に対する株主のような様々な契約当事者の異なる情報需要や契約需要をトレードオフ

にする方法という問題に取り組むとき，このような情報は会計基準設定主体にとって有

用となるだろう。

3. 会計基準設定に関する議論において重要な問題は，財務報告（保守主義や検証可能性，伝統

的な収益認識モデルのような）のある長年の特性が，多目的 GAAP の一部として組み込まれ
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るべき範囲である。この選択肢は，これらの原則が企業との契約における債権者のよう

な私的契約当事者によって利用される財務諸表にのみ依存している，というものである。

例えば，「バイアスがない」ようにすることが（GAAP における）多目的財務諸表にとっ

て望ましいのか，あるいはこれらの財務諸表にある程度の条件付保守主義を課すことが

GAAP に対して意味があるのか。近年の研究は税制や規制分野（Watts, 2003）と同様に，

条件付保守主義が負債契約を超えたエージェンシー問題（経営者と株主間を含む）を軽減

する際に有用であるため（Ball, 2001; Watts, 2006; LaFond and Watts, 2008），もっとも効率

的な GAAP 解は，多目的財務諸表にある水準の条件付保守主義を課す可能性が高く，こ

れは企業と利害関係者との複数の契約に保守的な調整を行うよりもより効率的である
46）

。

しかし，条件付保守主義が財務報告の特徴として長期間の生存価値を有しているように

みえるという事実を超えて，我々は，多目的財務諸表にある会計原則を課すコストとベ

ネフィットと，私的契約にこれらの特徴を含めることを契約当事者に許すコストとベネ

フィットに関する特定の証拠はほとんど有していない
47）

。つまり，Armstrong et al.,（2010）

がこの問題の他所箇所を指摘していたように，我々は，ある契約設定において特定の会

計属性（保守主義や利益の適時性のような）がなぜ価値を有するのかをもっと理解する必要

がある。

4. 効率的契約パースペクティブ（例えば，Holthausen and Watts, 2001）は，無形資産（とりわ

け内部創設無形資産やのれん）は貸借対照表に通常含められそうにない（第 3 章を参照）。初

期の研究（Leftwich, 1983）は，私的契約が純資産の計算からある無形資産を除去するため

に多目的の財務諸表を調整するという概念と整合的であるが，近年の研究（Frankel et al., 

2008; Beatty et al., 2008）は，この多目的予想と整合的でないように見える。第 3 章におい

て，のれんの資産計上と償却が，M&A に対する経営者の説明責任を維持する際に有益で

ありうる，と主張している。無形資産に対する会計の重要性を所与として，これは将来

研究に対して豊かな研究領域になりうる。

46）例えば，条件付保守主義が価値破壊投資決定をする経営者のインセンティブを軽減する際に有用となりう

る範囲内で（LaFond and Watts, 2008），そしてこれらの意思決定のタイプを規定する明示的契約を書くこ

とがコストリーであるため，経営者の意思決定を評価し，財務諸表をある程度条件付保守主義にするための

多目的財務諸表を用いる両方の需要が存在している。

47）Beatty et al.（2008）は，多目的財務諸表と私的契約に調整を行うトレードオフに関する証拠を提供する

幾つか最近の研究の一例である。
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